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平成３１年度 予算提案説明 

 

次に、施政方針に基づきます平成３１年度当初予算案について提案説明を申

し上げます。 

まず、一般会計予算についてでございます。 

国におきましては、幼児教育の無償化、まち・ひと・しごと創生事業の推

進、社会保障の充実及び人づくり革命の実現に向け、地方の安定的な財源を確

保した上で、平成３１年１０月の消費税率引き上げに伴う対応が図られてお

り、引き続き効率的な財政運営が求められております。 

本市におきましても、こうした国の動向を踏まえ、平成３１年度当初予算を

編成いたしております。 

まず、一般会計予算の総額は、４９２億５，９０９万６千円で、前年度比４

億７，４１６万円、１．０％の増となっております。 

次に、各種事業を賄う財源でございますが、特定財源は、国庫支出金､諸収

入、市債などで、前年度よりも３．３％増の１７８億６，３５１万円を見込ん

でおり、特定財源の構成比は､前年度より０．８ポイント高い３６．３％と

なっております。また､地方債依存度につきましては､１１％と、前年度の１

０．５％から０．５ポイント増加いたしております。これは、公共事業等債、

市民体育館空調施設整備事業債などが増加したことによるものでございます。 

次に、年度末地方債現在高につきましては、５５２億４，７１７万円とな

り、前年度より、１３億１，８８４万２千円､２．４％増加するものと見込ん

でおります。 

次に、一般財源でございますが、市税につきましては、前年度比７億９，９

８７万３千円、４．２％増の１９７億７，１７９万３千円を見込んでおりま

す。 

地方交付税につきましては、前年度よりも３億１，２００万円、５．９％増

の５５億８，０００万円を見込んでおります。 

繰入金につきましては、財政調整基金繰入金２億３０３万１千円、公共施設

整備基金繰入金１億７，８０１万２千円などを計上いたしております。 

これらによりまして、一般財源総額は、前年度よりも８，８２１万４千円、

０．２％減の３１３億９，５５８万６千円、構成比は６３．７％となっており
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ます。 

以上が一般会計予算の概要でございます。 

次に、特別会計につきましては、渡海船事業、住宅新築資金等貸付事業、平

尾墓園事業、国民健康保険事業、介護保険事業、後期高齢者医療事業及び工業

用地造成事業の全７会計、また企業会計につきましては、平成３１年度より新

たに加わる公共下水道事業と、水道事業及び工業用水道事業の３会計につきま

して、それぞれの事業に要します事業費、事務費について、特別会計で２８６

億２５９万３千円、企業会計で１２４億４，３１７万５千円を措置いたしてお

ります。 

 以上で平成３１年度当初予算の説明を終わります。 

 

 

 

 


